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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　送波信号を増幅する送波アンプ回路と該送波アンプ回路から出力された電圧が印加され
る超音波振動子を有する超音波診断装置において、
　前記送波アンプ回路は負帰還回路により電圧利得が制御され、前記送波アンプ回路の電
源電圧が高く電圧利得が高い第１モードと、該第１モードに比べ前記送波アンプ回路の電
源電圧が低く、電圧利得が低い第２モードとを切り替えるモード切替部を有するとともに
、前記送波アンプ回路はその入力電圧値とその出力端子側の電源電圧値を掛け算した電圧
値に比例する出力電圧となるリニア増幅特性を備えることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項２】
　請求項１において、
　前記第１モード及び前記第２モードは、前記負帰還回路の回路定数を変えることにより
電圧利得が制御されることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項３】
　請求項１において、
　前記送波アンプ回路は送波信号用のＤＡＣを設け、
　前記送波アンプ回路と前記送波信号用DACとの間に前段送波アンプ回路を設け、
　前記送波アンプ回路の入力端子と出力端子の間に超音波振動子から戻ってくる受波信号
を通過させるか遮断させるか制御可能な送受分離回路を前記送波アンプ回路と並列に設け
、
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　前記送波アンプ回路の入力回路部には前記送波信号用DACから前記前段送波アンプ回路
を経て伝わってくる送波信号のみならず、前記送受分離回路を経て戻ってくる受波信号も
遮断することが可能なスイッチ回路を設け、
　さらに、前記送波アンプ回路の出力トランジスタをオフ制御することが可能なスイッチ
回路を設けたことを特徴とする超音波診断装置。
【請求項４】
　請求項３において、
　前記第１モード及び前記第２モードは、前記負帰還回路の回路定数を変えることにより
電圧利得が制御されることを特徴とする超音波診断装置。
【請求項５】
　請求項３において、
　前記入力端子へ入射する信号の伝達を防ぐために入力側トランジスタをオフさせる第１
のスイッチング機能と、前記送波アンプ回路の出力トランジスタもオフさせるための第２
のスイッチング機能を有することを特徴とする超音波診断装置。
【請求項６】
　請求項４において、
　前記入力端子へ入射する信号の伝達を防ぐために入力側トランジスタをオフさせる第１
のスイッチング機能と、前記送波アンプ回路の出力トランジスタもオフさせるための第２
のスイッチング機能を有することを特徴とする超音波診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、小型・高周波化に適した超音波診断装置とその送波アンプ回路の半導体集積
回路に関する。
【背景技術】
【０００２】
　超音波診断装置の送波信号はDAC（Digital Analog Converter）により生成されて送波
アンプ回路により増幅される。診断モードの種類やプローブに内蔵されている超音波振動
子の種類により、１５０V程度から１０V程度の広範囲にわたる電圧範囲の送波信号を超音
波振動子に印加したいという要望がある。送波アンプ回路の電圧利得が固定の場合に、低
い電圧振幅の送波を印加するには、DACの出力電圧が低い範囲だけ利用して電圧増幅した
信号を送波信号として使用することになる。このため、本来のDACの精度より約１桁精度
の低い送波信号しか発生させることができないという問題があった。
【０００３】
　この対策として、特許文献１に記載のように、送波アンプとして使われるパルス波用増
幅回路と連続波用増幅回路を並列に接続し、診断目的に応じて増幅回路を使い分ける方法
が提案されている。また、並列に配置した送波アンプ用増幅回路のうち、動作させる増幅
回路を選択する方法として、使用してない送波アンプ回路の出力トランジスタを遮断させ
ることが開示されている。
【０００４】
　一方、特許文献２には、送波アンプ回路の電源電圧を変えることにより超音波振動子に
電圧を印加する方法も提案されている。この場合の送波アンプ回路は入力電圧の値により
高電圧か低電圧かを出力するスイッチ回路である。
【０００５】
【特許文献１】特開２００２－６５６７２号公報
【特許文献２】特開２００１－２５８８８９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　上記従来技術において、特許文献１に記載のものは、送波アンプ回路の素子数が多くな
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り、小型化や低コスト化に問題があった。また、二つの増幅回路には送波用の入力信号が
入るため、出力トランジスタを遮断させている方の増幅回路でも前段回路部は動作するた
め、半導体集積回路で複数個の送波アンプ回路を同一チップ上に形成する場合には、送波
アンプ回路間の干渉が問題になる。
【０００７】
　特許文献２に記載のものは、入力電圧信号に対して固定の電圧利得を有するリニアアン
プではなかった。また、超音波ビームを絞り解像度を向上するために、超音波振動子アレ
イに印加する電圧を微妙に変化させるような信号処理ができなかった。すなわち、超音波
振動子アレイから被写体への送波波形の振幅に自由な重みを付けてビーム全体を絞ること
はできなかった。あるいは、バースト波の各パルスの電圧振幅を自由に変化させることに
より雑音が低い送波・受波信号処理ができなかった。
【０００８】
　本発明の目的は、上記従来技術の問題点に鑑み、超音波診断装置の診断モードやプロー
ブの変更に伴い、送波信号の電圧振幅を変えた場合にも超音波振動子の解像度等の性能を
最良の条件に保つことが可能な超音波診断装置を提供することにある。また、その超音波
送波回路を小型の送波アンプ回路として構成する半導体集積回路を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、高圧で高帯域の送波アンプ回路、とりわけ、出力電圧振幅の最大値が高いモ
ードの場合にも低いモードの場合にも出力波形が飽和することなく、電源電圧いっぱいに
出力電圧を出力できるリニアアンプ型の送波アンプ回路を備える超音波診断装置を提供す
る。
【００１０】
　リニアアンプ型を用いることにより、超音波診断装置の送波信号の最大振幅が高い診断
モードの場合には送波アンプ回路の電源電圧を高く、電圧利得も高くし、送波信号の最大
振幅が低い診断モードの場合には送波アンプ回路の電源電圧を低く、電圧利得も低くなる
よう動作させることを特徴とする。
【００１１】
　さらに、リニアアンプ型として構成される送波アンプ回路を、超音波診断装置本体とプ
ローブとの間に中継ポイント部を設け、そこに送波アンプ回路や送受分離回路を半導体集
積回路にしてコンパクトに設けることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の超音波診断装置は、診断モードの種類やプローブに内蔵されている超音波振動
子の種類により送波アンプ回路の電源電圧と電圧利得を変えられる高圧広帯域の送波アン
プ回路を使用するため、DACの精度を最大限に生かした高精度な送波出力信号を伝達でき
る効果がある。
【００１３】
　また、送波アンプ回路の負荷が軽くなるため送波アンプ回路の高周波化が容易になり、
出力トランジスタも小型になるため、送波アンプ回路のIC化が容易になるという利点があ
る。さらに、超音波診断装置のプローブの操作性も妨げないという利点がある。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　本発明の超音波診断装置では、診断モードの種類やプローブに内蔵されている超音波振
動子の種類が変わった場合に、送波アンプ回路の高圧電源電圧を変えるだけでなく、送波
アンプ回路の電圧利得も最適化させる。これにより、送波を生成するDACの精度を最大限
に生かしたリニア型送波アンプ回路を実現し、超音波診断装置の精度を向上させた。
【００１５】
　また、超音波診断装置の本体とプローブとの間に中継ポイント部を設け、そこに送波ア
ンプ回路や送受分離回路を半導体集積回路にして設けることにより、送波アンプ回路の小
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型・低コスト化を容易にした。さらに、超音波診断装置のプローブの操作性を向上させた
。
【００１６】
　また、本発明の送波アンプ回路では絶縁物分離であるSOI（Silicon On　Insulator）デ
バイス技術を用いることにより、高耐圧、広帯域で素子間の干渉雑音が小さいリニアアン
プ回路を実現した。
【実施例１】
【００１７】
　図１は、本発明による超音波診断装置の実施例１のブロック回路図である。超音波診断
装置の本体３には、送波信号を生成するDAC（Digital Analog Converter）８や診断画像
を生成するために受波信号を増幅する受波アンプ回路９が内蔵されている。超音波振動子
３４が内蔵されているプローブハウジング１と超音波診断装置の本体３との間に、中継ポ
イント２が配置されている。中継ポイント２には送波アンプ回路２１や送受分離回路１１
のみならず、前段受波アンプ回路１２や結合コンデンサ２５、２４ならびにインピーダン
ス３２が内蔵されている。４７は送波アンプ回路２１の入力端子、４８は出力端子である
。なお、本実施例では受波信号を増幅するために、前段受波アンプ回路１２と受波アンプ
回路９を用いているが、前段受波アンプ回路１２を用いずに受波アンプ回路９のみで増幅
しても良い。
【００１８】
　基準電圧７はグランドである。高圧電源（高圧送波用）１５、１６は６０V程度、高圧
電源（低圧送波用）１７、１８は高圧送波用より低く例えば１０V程度である。これらの
電源は送波アンプ回路２１の出力トランジスタ用に使われる電源で、診断モードやプロー
ブの種類によりスイッチ１３，１４で送波アンプ回路２１の電源電圧端子４０、４１の電
圧値を変えることができる。
送波アンプ回路２１の電圧利得は帰還回路２２を構成するインピーダンス２７、２８によ
り決定するが、このインピーダンス２７、２８の比率を変えて電圧利得を変えるために送
波アンプ用帰還回路制御信号３３を用いている。
【００１９】
　送波信号はDAC８で生成され、前段送波アンプ回路２３で電圧を１～１０倍程度に電力
増幅（電圧利得が１の場合に前段送波アンプ回路２３は電流を増幅するバッファ回路とし
て働く）する。その後、ケーブル６、４を経て、送波アンプ回路２１で、更に電圧振幅を
出力電圧レベルに応じ１～１００倍程度に電力増幅する。なお、本実施例では送波信号を
増幅するために前段送波アンプ回路２３と送波アンプ回路２１を用いているが、送波アン
プ回路２１だけを用いて増幅しても良い。
【００２０】
　送波信号を送る場合には、スイッチ回路４２はオンでスイッチ回路４３はオフ、受波信
号を受ける場合にはスイッチ回路４２はオフでスイッチ回路４３はオンにする。また、送
波アンプ回路２１にはアンプに入力信号を通すかどうかを制御するスイッチ回路２６（イ
ネーブル信号３０により制御される）と、送波アンプ回路２１の出力トランジスタが動作
可能な状態にするかどうかを制御するイネーブル信号２９を設けてある。送受分離回路１
１は高電圧の送波電圧は遮断し、振動子３４から戻ってくる受波信号を通すか、送波信号
のみならず受波信号さえも通さないように制御するディスイネーブル信号３１を設けてあ
る。この送受分離回路１１には特開平１０－３２８１８６号公報で開示されている回路が
使用できる。
【００２１】
　図１では１つの振動子３４に対応するDAC８、送波アンプ回路２１、送受分離回路１１
、受波アンプ回路９を１組分だけ示してある。実際には、複数個の振動子がプローブハウ
ジング１の中にアレイ状に配置され、個々の振動子に対応するDAC8や、送波アンプ回路２
１や、送受分離回路１１や、受波アンプ回路９などが中継ポイント２や超音波診断装置の
本体３に各々設けてある。
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【００２２】
　本実施例の第１の特徴は送波アンプ回路の高圧電源として±６０V程度の最大振幅を得
るための高圧送波用電源１５，１６と、±１０V程度の最大振幅を得るための低圧送波用
電源１７，１８を、スイッチ回路１３、１４で切り替えることが可能な構成である。さら
に、送波アンプ回路２１はリニア増幅回路で電圧利得を帰還回路２２のインピーダンス２
７、２８の比により決定されるように構成している。送波アンプ用帰還回路制御信号３３
により、高圧送波用電源電圧が高い場合には送波アンプ回路の電圧利得を高く、高圧送波
用電源電圧が低い場合には送波アンプ回路の電圧利得を低く制御する。
【００２３】
　図２に送波アンプ回路の特性を示す。増幅特性はリニアであり入力信号にほぼ比例した
出力信号を送信でき、さらに診断モードの切り替えやプローブ交換などにより電源電圧を
変える必要がある場合には電圧利得も変えられる。
【００２４】
　本実施例では、診断モードの種類やプローブに内蔵されている超音波振動子の種類によ
り送波信号の電圧レベルを変える場合には、送波アンプ回路２１の電源電圧のみならず電
圧利得も変えられるため、送波アンプ用のDACの精度を最大限に生かした高精度な送波信
号をプローブに印加できるという効果がある。また、電源電圧を送波振動の最大振幅電圧
に合わせて調整できるため消費電力を格段に低減できるという効果がある。
【００２５】
　また、送波アンプ回路としてリニア型アンプを使用しているため、超音波ビームを絞り
解像度を向上するために超音波振動子アレイに印加する電圧を微妙に変化させるような信
号処理ができる。すなわち、超音波振動子アレイから被診断対象へ送る送波の振幅に重み
を付けてビーム全体を絞ったり、バースト波の各パルスの電圧振幅を変化させることによ
り低い雑音で信号処理できる送波を発生することが可能になるという効果がある。
【００２６】
　本実施例の第２の特徴は次の点にある。超音波診断装置の本体３に前段送波アンプ回路
２３を設け、中継ポイント部２に送波アンプ回路２１を設け、送波と受波の信号はケーブ
ル４の中に設けた共通の配線を使用し、送波アンプ回路２１の入力にはスイッチ回路２６
と出力トランジスタを動作させるか否か選択するディスイネーブル信号３１を設ける。さ
らに、送波アンプ回路２１が動作するときには、その動作させている送波アンプ回路に接
続されている送受分離回路を通って、送波アンプ回路の入力に信号が伝わらないように、
送受分離回路１１にディスイネーブル信号３１を設けている。
【００２７】
　なお、ディスイネーブル信号３１の機能は送受分離回路１１にではなく、前段受波アン
プ回路１２に設けても構わない。あるいは、送受分離回路１１や前段受波アンプ回路１２
と直列にスイッチ回路を設けて、ディスイネーブル信号３１で制御しても構わない。
【００２８】
　このように、本実施例ではバースト波のような非連続の送波に対しては１つの振動子３
４に対する送波と受波の伝達のために１本の共通配線を使用できるため、ケーブル４の配
線数を抑制できるという効果がある。
【００２９】
　また、送波が非連続の場合には送波を送るときに使用した振動子と同じ振動子で受波を
受けて、送受分離回路１１を経て、送波に使用した配線と同じ配線を通って受波アンプ回
路１２に信号を戻す。この受波信号が送受分離回路１１を通るときには送波アンプ回路２
１の入力に設けてあるスイッチ回路２６を遮断し、かつ送波アンプ回路２１の出力トラン
ジスタを遮断するためにディスイネーブル信号３１を用いる。これにより、送受分離回路
１１を経て送波アンプ回路２１の入力端子に戻ってきた受波信号を再度、送波アンプ回路
２１が増幅してしまうという誤動作を確実に防止できる。
【００３０】
　すなわち、送波アンプ回路２１はスイッチ回路２６とディスイネーブル信号２９により
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、送波アンプ回路２１の低圧回路部と高圧回路部の主要部分をオフさせることが可能とな
る。このため、送波アンプ回路２１を遮断しようとする場合に確実に出力端子へ漏れ電圧
を抑制できるという効果がある。
【００３１】
　例えば、スイッチ回路２６だけの場合は、送波アンプ回路２１の出力端子電圧が変動す
る場合に帰還回路を経て再び出力端子に信号が伝わるため、出力端子電圧が変動し雑音の
原因となる。一方、出力トランジスタだけをオフにした場合は、アンプ回路内の前段回路
部に信号が伝わると前段回路が動作し、さらに、帰還回路を介して出力端子にも信号が伝
わるという問題がある。本実施例のように入力端子にスイッチ回路２６を設けて送波アン
プ回路２１への入力を遮断し、なおかつ、出力トランジスタもディスイネーブル信号２９
により遮断することにより、雑音も確実に抑えて信号を遮断することが可能となる。
【００３２】
　一方、連続の送波に対しては送波を増幅している送波アンプ回路２１と接続されている
送受分離回路１１はディスイネーブル信号３１で遮断状態に設定し、受波信号は送波を送
っている振動子とは別の振動子で受ける。そして、送波とは別の組の送受分離回路や配線
を通って超音波診断装置の本体３に信号が伝わる。この時、信号の通路とならない送波ア
ンプ回路はディスイネーブル信号２９により出力トランジスタを遮断した状態にし、さら
に入力端子のスイッチ回路を遮断状態にすることにより、動作させる必要のない送波アン
プ回路を確実に遮断できる。このため、特に半導体集積回路で２チャンネル以上の送波ア
ンプ回路を実現した場合の送波アンプ回路間の干渉防止や低消費電力化に効果がある。
【００３３】
　本実施例の第３の特徴は送波アンプ回路２１をプローブ１の近くに配置した中継ポイン
ト部の中に形成し、第２の送波アンプ回路である前段送波アンプ回路２３を超音波診断装
置本体３の中に設けたことにある。前段送波アンプ回路２３の出力振幅は１０Vｐｐ程度
にし、送波アンプ回路２１の出力振幅を１２０Vｐｐ～１０Vｐｐ程度にしている。
【００３４】
　例えば、中継ポイント部からプローブハウジング１までのケーブル５の長さは１５ｃｍ
～１００ｃｍ程度と、従来の超音波診断装置の送波アンプから振動子までの長さに比べ半
分程度以下に短くしてある、中継ポイント部２から超音波診断装置の本体３の中にあるDA
C８までのケーブル長は５０ｃｍ～２００ｃｍ程度である。
【００３５】
　このように本実施例では、送波信号は前段送波アンプ回路６と送波アンプ回路２１から
なる２段増幅回路で電圧増幅させることができるため、各々の増幅回路の電圧利得は低く
できる。一般に、増幅回路の電圧利得を低くすると高周波特性が得られやすい。このため
、送波アンプ全体の電圧利得を高くしても高周波動作がさせ易いという効果がある。
【００３６】
　また、送波アンプ回路２１と超音波振動子３４の距離を短くできるため送波アンプ回路
２１の負荷となるケーブル５の寄生成分が小さくなり、さらに、送波アンプ回路２１の出
力トランジスタの電流駆動能力を大きくする必要がなくなる。このため、送波アンプの高
周波化と小型化が容易になるという効果がある。
【００３７】
　また、プローブハウジング１の中に送波アンプ回路２１を入れる場合に比べ、プローブ
のサイズを小型化できるため、使い勝手も向上するという効果がある。
【実施例２】
【００３８】
　図３は、本発明の超音波診断装置の実施例２による回路図であって、図１の送波アンプ
回路２１と帰還抵抗２７，２８の部分の具体的な回路を示している。MN1～MN１３、MN１
４ｘ、MN14ｙはｎチャネルMOSFETまたはｎｐｎトランジスタである。MP1～MP１３はｐチ
ャネルMOSFETまたはｐｎｐトランジスタである。
【００３９】
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　本回路の基本構成はMN11とMP11のゲート端子を正相入力端子、MN10とMP10のソース端子
を逆相入力端子とする電流帰還型オペアンプ回路となっている。INV１、INV２はインバー
タ回路、SW１はスイッチ回路である。GAINは図１に示した送波アンプ用帰還回路制御信号
２３で制御される端子で、Ｒ１はインピーダンス２７、Ｒ２ｘとＲ２ｙはインピーダンス
２８に対応する。
【００４０】
　また、VDDH端子は正の高圧電源１５，１７へ、VDDL端子は正の低圧電源１９へ、VSSH端
子は負の高圧電源１６，１８へ、VSSL端子は負の低圧電源２０へ接続し、GND端子はグラ
ンド７に接続する。また、ENABLE端子はイネーブル端子で、イネーブル信号２９とイネー
ブル信号３０の機能を１本化した信号に接続し、IN端子は入力端子４７、OUT端子は出力
端子４８である。
【００４１】
　本実施例の第１の特徴は送波アンプの電圧利得を制御するためにGAIN端子を設け、この
GAIN端子により帰還回路を構成するインピーダンス２７，２８の比をスイッチ回路SW１に
より切り替えて送波アンプ回路２１の電圧利得を制御できるようにしたことである。
【００４２】
　高電圧を出力する場合（例えば、出力電圧±６０V）には高圧の電源電圧を±７５Vとし
、MN14ｘとMN１４ｙがオンするため電圧利得を（R1＋R2x）／R2ｘにする。また、低電圧
を出力する場合（例えば、出力電圧±１０V）には高圧の電源電圧を±１２Vとし、MN14ｘ
とMN１４ｙがオフするため電圧利得を（R1＋R2ｘ＋R2ｙ）／（R2ｘ＋R2ｙ）にする。例え
ば、R1＝３ｋΩ、R2ｘ＝５０Ω、R2ｙ＝２５０Ωならば電圧利得は各々約６０と約１０に
制御できる。
【００４３】
　従って、例えば入力電圧が最大±１Vとしたままで、高電圧を出力する場合は電源電圧
を±７５Vとし出力電圧を±６０Vに、また、低電圧を出力する場合は電源電圧を±１２V
とし出力電圧を±１０Vにすることができる。つまり、本発明のリニアアンプ回路では電
源電圧の比は２倍以上、電圧利得も２倍以上に設定できる。
【００４４】
　このように、送波アンプ回路の電源電圧が変わった場合に帰還回路の定数制御を実施す
る。実施例１と同様に、診断モードの種類やプローブに内蔵されている超音波振動子の種
類により送波信号の電圧レベルを変える場合には、送波アンプ回路の電圧利得も変えられ
るため、送波アンプ用のDACの精度を最大限に生かした送波信号をプローブに印加できる
。また、電源電圧を送波振動の最大振幅電圧に合わせて調整できるため、消費電力を格段
に低減できるという効果がある。
【００４５】
　本実施例の第２の特徴は、スイッチ回路にはMN14ｘとMN14ｙという二つのMOSFETを逆向
き直列に接続した構成とし、インピーダンス２８のうちインピーダンス値を変える成分で
あるインピーダンスR２ｙの両端に接続している。これにより、インピーダンスＲ２ｙの
両端の電圧範囲以上にMN14ｘとMN14ｙのゲート電圧を上げることで、インピーダンスＲ２
ｙを短絡させる。
【００４６】
　このため、インピーダンスＲ２ｙの両端の電圧は基準電位（グランド）に対し正負に電
圧が変化するが、インピーダンス２８のインピーダンス値をＲ２ｘまたはＲ２ｘ＋Ｒ２ｙ
に制御できる。このため、入力電圧や出力電圧が基準電位（グランド）に対し正負に変化
する送波アンプ回路２１の電圧利得を制御できるという効果がある。
【００４７】
　本実施例の第３の特徴は、イネーブル端子ENABLEを低電位にするとMP1０とMN1０をオフ
できるため、入力端子INから信号を遮断（図１のスイッチ２６）でき、さらに、MP４とMN
４もオフできるため、送波アンプ回路の出力トランジスタMN1、MP1をオフさせることがで
きる。このため、出力端子に雑音が入力しても出力素子MN1、MP1が誤動作することがない
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。すなわち、イネーブル端子ENABLEは図１の２９，３０の役割を果たしている。
【００４８】
　これにより、実施例１と同様に半導体集積回路において特に問題となる回路間の雑音発
生防止や干渉防止が十分に図れ、低消費電力化も図れるという効果がある。
【実施例３】
【００４９】
　図４は、本発明の超音波診断装置の実施例３による回路図であって、図１に示した送波
アンプ回路２１を実現する他の回路例である。
【００５０】
　本実施例の特徴は、実施例２のように帰還回路に使われるインピーダンスにＳＷ１を接
続せずに、帰還回路をＡ回路とＢ回路の二組を設けている。そして、イネーブル信号ENAB
LE_aを高電位に、イネーブル信号ENABLE_bを低電位にした場合にはA回路が動作し、電圧
利得はインピーダンスR1a，R2aからなる帰還回路４５で決まる。また、イネーブル信号EN
ABLE_aを低電位にし、イネーブル信号ENABLE_bを高電位にした場合にはB回路が動作し、
電圧利得はインピーダンスR1b，R2bからなる帰還回路４６で決まる。このため、送波アン
プ回路の電源電圧の値により、イネーブル信号ENABLE_a、ENABLE_bを用いて電圧利得を変
えることができる。
【００５１】
　本実施例では帰還回路にスイッチを追加することによる寄生容量の増加を避けられるた
め、帰還回路部での周波数特性低下が生じないという効果がある。また、送波アンプ回路
の帰還回路部や前段回路部はＡ、Ｂ毎に設けているが、半導体集積回路にした場合に広い
チップ面積が必要となる送波アンプ回路の出力トランジスタ（MN2，MN1，MP1，MP2）は共
通にしているので、送波アンプ回路の小型化と低コスト化が可能である。
【００５２】
　本実施例によれば、実施例１や実施例２と同様に、診断モードの種類やプローブに内蔵
されている超音波振動子の種類が変わっても、送波アンプ用のDACの精度を最大限に生か
した高精度な送波アンプ回路を提供できるという効果がある。
【実施例４】
【００５３】
　図５は本発明の超音波診断装置の実施例４によるブロック回路図であって、送波アンプ
回路の電圧利得を送波アンプ回路の電源電圧の値と一緒に自動的に変動できるように、送
波アンプ回路に掛算回路を用いた例である。
【００５４】
　送波アンプ回路３８は電圧V1と電圧V2の積に比例した電圧が出力される。本実施例の送
波アンプ回路３８には、差動－シングルエンド変換回路として電圧利得が固定の帰還回路
を有するオペアンプ回路を使用することができる。なお、本実施例の記号と実施例１の記
号が同じ場合には同様の要素を示す。
【００５５】
　本実施例の特徴はDAC８から前段送波アンプ回路２３を介した送波信号を電圧V1として
送波アンプ回路３８に入力し、インピーダンス３５、３６からなる電源電圧モニタ回路３
７により送波アンプ回路の電源電圧に比例した電圧がV2として印加されるようにしている
。
【００５６】
　これにより、送波信号V1は電源電圧の値に比例して電圧利得が増加して出力電圧Vout（
＝k・V1・V2）として出力される。ここで、ｋは比例定数である。乗算回路２１としては
例えば、P．R．グレイ著の「アナログ集積回路設計技術（下）」（２００３年７月１０日
第４版発行：培風館）の２６６ページから２６９ページに記載されている、ギルバート型
の掛算器を用いることにより実現できる。
【００５７】
　本実施例によれば、送波アンプ回路３８の電源電圧端子４０、４１の電圧を変えるだけ
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で、自動的に電圧利得も変えられるため制御回路が簡単になるという効果がある。このた
め、本実施例ではスイッチ１３，１４を使用せずに電源４０、４１の電圧を自由に変える
だけで、送波アンプ用のDACの精度を最大限に生かした高精度な送波信号をプローブに印
加できるため、実施例１の場合に比べ、更にさまざまな出力電圧振幅の波形に対し、最適
な駆動が可能になるという効果がある。また、実施例１と同様に電源電圧を送波振動の最
大振幅電圧に合わせて調整できるため消費電力を格段に低減できるという効果がある。
【００５８】
　また、スイッチ回路２６（イネーブル信号３０により制御される）とイネーブル信号２
９により、実施例１と同様に動作させる必要のない送波アンプ回路を確実に遮断できるた
め、半導体集積回路で送波アンプ回路（本実施例では掛算回路を利用して構成する）を実
現した場合の雑音発生や送波アンプ間の干渉防止や低消費電力化に効果がある。
【実施例５】
【００５９】
　図６は本発明の超音波診断装置の外観図を示す。超音波診断装置の本体３、送波アンプ
回路（実施例１の２１、実施例４の３８）が収めてある中継ポイント部２、プローブハウ
ジング１から構成されている。４、５はケーブル、１０７は非検診者、１０８はベッドで
ある。表示部１０１は診断結果を表示する。
【００６０】
　本実施例の特徴は送波アンプ回路が収めてある中継ポイント部２がプローブハウジング
１の近くに設けられ、中継ポイント部２と超音波診断装置本体３を接続するケーブル４を
伸縮支持部１０６で支持している。伸縮支持部１０６は必要に応じ伸縮して移動が可能に
なるように設けてある。
【００６１】
　このため、本実施例では送波アンプ回路の負荷成分となるケーブル５を短くでき、送波
アンプ回路の高周波化と小型化が可能になるという効果がある。
【００６２】
　また、送波アンプ回路が内蔵された中継ポイント部２は検査の邪魔にならないように伸
縮支持部１０６により暫定的に固定され、必要に応じある程度移動も可能にしてある。こ
のため、使い勝手がよくなるという効果がある。
【実施例６】
【００６３】
　図７は、本発明の第６の実施例であり、図３に示した送波アンプ回路のリニア型アンプ
の基本回路図である。リニア型アンプの逆相側に使用される図３の高耐圧MOSFET　MN10、
MP10は、各々高耐圧ｎチャネルMOSFET　MN10Hと低耐圧ｎチャネルMOSFET　MN10Lのカスコ
ード接続、高耐圧ｐチャネルMOSFET　MP10Hと低耐圧pチャネルMOSFET　MP10Lのカスコー
ド接続にしている。ここで、VDDM、VSSMはVDDH、VSSHとVDDL、VSSLの間の電源端子であり
、電圧がほぼ固定となるように回路の内部で設定するか、または外部電源を使用している
。
【００６４】
　本実施例では、高周波特性が優れた低耐圧MOSFETの使用による広帯域化と、高耐圧MOSF
ETの使用による高電圧化が同時に実現できるという効果がある。
【００６５】
　これらリニア型アンプの逆相端子側に接続される４つのMOSFETのみならず、アンプの正
相端子側に接続された低耐圧ｎチャネルMOSFET　MN11と低耐圧ｐチャネルMOSFET　MP11の
ソース端子とボディ端子は、基板バイアスが掛からないように全て接続した構造にしてい
る。すなわち、通常のMOSFET回路のように、ｎチャネルMOSFETのボディ端子は最低電圧端
子、ｐチャネルMOSFETのボディ端子は最高電圧端子に接続する構成ではない。
【００６６】
　本実施例では、ソース端子とボディ端子が逆バイアスされることによる基板バイアス効
果がないため、MOSFETのしきい電圧がソース端子電圧の値により変化したり、相互コンダ
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クタンスｇｍが低下するという問題がなくなるという効果がある。
【実施例７】
【００６７】
　図８は、本発明の第７の実施例であり、図７と同様に図３に示した送波アンプ回路のリ
ニア型アンプの特徴を説明する基本回路図である。I1、I2は電流源である。
【００６８】
　本実施例では正相端子に接続されるMN１１とMP11の接続方法が図７と異なるだけであり
、その他の構成ならびに効果は実施例６と同じである。
【実施例８】
【００６９】
　図９と図１０は、本発明の第８の実施例であり、本発明による送波アンプ回路のリニア
型アンプを示す半導体集積回路図である。
【００７０】
　図９には、高耐圧ｎチャネルMOSFET（例えばMN10H）、高耐圧pチャネルMOSFET（例えば
MP10H）、低耐圧ｎチャネルMOSFET（例えばMN10L）、低耐圧ｐチャネルMOSFET（例えばMP
１０L）の平面図と平面図a－a’の断面図を示す。
【００７１】
　また、図１０には、コンデンサ（例えばCa、Cb）、高耐圧抵抗（例えばR１a）の平面図
と平面図ｂ－b'の断面図を示す。
【００７２】
　リニア型アンプは、高周波高耐圧特性を得るために適したSOI（Silicon On　Insulator
）構造である。SOI構造ではシリコン基板５５上の二酸化珪素のような絶縁層層５６の上
にシリコン層を設け、ここに半導体素子を形成している。半導体層には素子分離のための
トレンチ溝を絶縁層５６まで到達するように形成して個々の素子を絶縁層で分離できる。
【００７３】
　本実施例では絶縁用のトレンチ溝は二酸化珪素のような絶縁層５８と多結晶シリコン５
９からなる構造を示してある。５７aは素子が形成されるｎ型半導体領域、５７cは固定電
位に接続されているｎ型半導体領域（ｐ型半導体にしてもよい）、５７bは半導体領域５
７cと半導体領域５７aとの間に設けた電位が固定されていないフローティングのｎ型半導
体領域（ｐ型半導体にしてもよい）である。このように５７cと５７aの間にフローティン
グ領域５７bを設けることにより、素子分離領域の寄生容量を低くできる。このため、回
路の高周波化が可能となり、さらに素子間の干渉を低減できるという効果がある。
【００７４】
　６０はｎウエル半導体層、６１はｐウエル半導体層、６２はｎ型半導体層、６３はｐ型
半導体層、６４はｎ型チャネル拡散層、６５はｐ型チャネル拡散層、６６はｐ型半導体層
、６７はｎ型半導体層、６８はゲート酸化膜、６９は多結晶シリコンゲート層である。５
１、５２、５３、５４は図７、図８の結線に対応している。各素子は絶縁層で分離されて
いるため各MOSFETはソースとボディを直接接続して図３、図４、図７、図８に示すリニア
型アンプである送波アンプ回路を構成できる。
【００７５】
　また、コンデンサはｎ型拡散層側の端子とゲート電極側の端子をもつ構造であるが、絶
縁耐圧を確保するために直列接続し、また、正逆電圧に対する容量を正負方向で対称に近
づけられるように端子の接続方向を変えるようにして直列接続させている。さらに、高耐
圧抵抗はトレンチ溝により分離された島に形成されたｐ型領域６３で形成されている。
【００７６】
　ここで、ｐ型半導体層６３の下で絶縁層５６の上にはフローティングのｎ型領域５７a
が残っているが、トレンチ溝に分離されているために、抵抗端子の電位が正負に変動して
も寄生素子が発しないで高耐圧の抵抗が実現できる。このため、帰還用の抵抗R1、R2など
に好適である。
【００７７】
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　本実施例のリニア型アンプは実施例１－４で説明した送波アンプ回路の半導体集積回路
化を可能にする。したがって、送波アンプ回路の小型化、低コスト化、高周波化が容易で
あり、ひいては超音波診断装置の小型化、低コスト化が実現できる。
【００７８】
　なお、本実施例で述べたリニア型アンプは、他の高耐圧広帯域分野の増幅に使用するこ
とが可能であることはいうまでもない。
【図面の簡単な説明】
【００７９】
【図１】本発明の超音波診断装置の一実施例によるブロック回路図。
【図２】本発明による送波アンプ回路部のリニア特性図。
【図３】送波アンプ回路部の一例を示す回路図。
【図４】送波アンプ回路部の他の例を示す回路図。
【図５】本発明の超音波診断装置の他の実施例によるブロック回路図。
【図６】本発明の超音波診断装置の外観図。
【図７】送波アンプ回路部の具体的構成を示すリニア型アンプの回路図。
【図８】送波アンプ回路部の他の具体的構成を示すリニア型アンプの回路図。
【図９】リニア型アンプの半導体集積回路断面図と平面図。
【図１０】リニア型アンプのコンデンサ、高耐圧抵抗の半導体集積回路断面図と平面図。
【符号の説明】
【００８０】
　１…プローブハウジング、２…中継ポイント部、３…超音波診断装置本体、４，５，６
…ケーブル、７…基準電圧（グランド）、８…DAC、９…受波アンプ回路、１２…前段受
波アンプ回路、１１…送受分離回路、１３，１４…高圧スイッチ回路、１５，１６…送波
回路用高圧電源（高圧送波用）、１７，１８…送波回路用高圧電源（低圧送波用）、１９
，２０…送波回路用低圧電源、２１…送波アンプ回路、２２…送波アンプ用帰還回路、２
３…前段送波アンプ回路、２４，２５…結合コンデンサ、２６，３９…入力スイッチ、２
７，２８…帰還回路用インピーダンス、２９…送波アンプ用ディスイネーブル制御ライン
、３０…入力スイッチイネーブル制御ライン、３１…送受分離回路用ディスイネーブル制
御ライン、３２，３５，３６…インピーダンス、３３…送波アンプ用帰還回路制御信号、
３４…超音波振動子、３７…電源電圧モニタ回路、３８…乗算回路、４０，４１…送波回
路用高圧電源、５５…シリコン基板、５６…SiO層、５７a…ｎ型半導体領域、５７b…フ
ローティングのｎ型半導体領域、５７c…ｎ型半導体領域、５８…絶縁層、５９…多結晶
シリコン、６０…ｎウエル半導体層、６１…ｐウエル半導体層、６２…ｎ型半導体層、６
３…ｐ型半導体層、６４…ｎ型チャネル拡散層、６５…ｐ型チャネル拡散層、６６…ｐ型
半導体層、６７…ｎ型半導体層、６８…ゲート酸化膜、６９…多結晶シリコンゲート層。
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